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労働契約法と労働条件の不利益変更

2008.03.27. 報告：佐藤敬二（立命館大学）

はじめに

1)労働契約法の成立（2007年11月28日）と施行（2008年3月1日）

2)立法の経緯（［資料１］参照）

3)評価

　　労働時間法制に議論が集中した：「残業代ゼロ法案」

　　　←財界は立法化をあきらめてはいない

　　　　反対論自体の問題性

　　　　　適用対象を限定すれば反対意見をかわせる

　　　　　民主党・連合は割増率アップとバーターさせる戦略←上限規制こそが必要

　　　→廃案の副次的効果：大学におけるこの間の課長に対する残業代不払いの摘発

　　　　　上の法案の本質は、課長に対する残業代不払いを正当化するための法案

　　結果として、労働契約法制についての社会的議論はほとんどされていない

　　　→その副次的考課：当初案から大幅に縮小された内容での立法

　　　　　解雇の金銭的解決についてもはずされた

　　　←推進者は、「小さく産んで大きく育てる」と考えているので、今後の改正論は続く

１．労働契約法の概要

1)条文（［資料２］参照）

　1.目的規定（１条）

2.原則規定（3条）：対等決定、均衡処遇、ワークライフバランス、信義誠実、（５条）安全配慮

　3.成立（6条）・変更（8条）：合意原則

  4.就業規則：成立にかかわって（7条）、変更にかかわって（9条、10条）

　5.出向（14条）、懲戒（15条）、解雇（16条）：濫用で無効

　6.有期契約（17条）

  7.労基法からの移動（就業規則の手続き、解雇権濫用）

2)意義（［資料４］参照）

　1.雇用が労働契約に基づくことを法律に明記した

　　＊通達（平成20年1月23日基発第0123004号）は、立法の意義を主に、判例法理や労働契約法理が一般には知られていない状況の中で、それを知らせることができる点に求めている、ように読める。

＊通達の言う意義は確かに認められるが、次項に挙げるように、法的実効性の点ではない
  2.判例法理の一部を法律化した

　　＊安全配慮義務は初めて規定、ただし、効力は　　

  3.労働契約上の問題が個別労働関係紛争法の適用対象となった

　　＊私自身は、この点が最大（あるいは唯一）の意義だと考えている

　　　ただし［資料４］では、解説に字数が必要であったので書けなかった

＊紛争処理法は法律で認められた権利についてのみ適用対象

3)問題点（［資料５］参照）

　1.「労働契約法＝労働保護法」であるべきが、「労働契約法＝契約法」となっている

　2.実効性がない、労基署による監督がない

　　　通達：労基法は監督及び罰則、本法は監督及び罰則の対象ではない

　　　　　　周知及び相談・助言・指導・あっせんによる

　3.不明確な概念に依拠している　e.g.「均衡」「調和」「配慮」「合理的」

　　　解雇の権利濫用については判例法理がある（ただし、一時期の東京地裁判決の動き）

　　　それ以外は確定的ではない（就業規則の「合理性」の内容も含めて）

  3.就業規則の拘束力　→　次項へ

  4.あるべき方向性との関係で

２．就業規則の不利益変更

1)法律の評価（［資料４］参照）

  1.通達：判例法理を実定法化したもので、判例法理を変えるものではない

Ｑ．佐々江さんからのメール

「「労働契約法」の就業規則にかかる条文との関わりの中で先生に私大教連機関紙の原稿にご執筆いただいた内容で「合理性の要件が課せられている」と論じておられるところについて、大阪私大教連の顧問弁護士は「要素」であって「要件」ではないといった見解をお持ちの方もおられるようです。
また、これは別の経営者の集まりの中で、ある弁護士は「今までと何も変わりません」との見解を示すなど特に「労働契約法」第10条に対する理解が分かれているように感じます。今回、ご報告いただくにあたって、この点の検討も含めて関係者の理解を深めることができればと考えております。」

Ａ．とりあえずの回答（詳しくは趣旨を伺ってから）

1.合理性について、行政解釈も「要件」としている（平成20年1月23日基発第0123004号）

ただし、「合理性」の内容が不明確であるので、規制的役割を果たせるのかは疑問

上記弁護士の「要素」とは、合理性を判断するための「要素」という趣旨ではないか

2.「変わらない」について、私の解説記事でも「悪用させない」としている。

ただし、限定された事例についてのものを一般化したこと、「判例法理」自体が学説からは批判の強いものである（判例法理といえるのかの疑問もある）問題はある（私の解説記事を参照ください）。

　2.客観的評価はありえない、方向性を認識した解釈

　　　判例法理を変える、あるいは限定する方向での解釈の積み重ねと裁判例

　　　「要件」と解釈「するべき」

2)「判例法理」なるもの

　1.教科書的解説（［資料６］参照）　

　2.判例の適用範囲：業務命令と懲戒についての事例　→　一般的でない

3)規定

　1.成立

　2.変更

4)本来的問題

　労働契約は両当事者の合意による（本法1条で確認されている）

　しかし、使用者が一方的に作成する就業規則によって内容が決まってしまう

　　本法は原則と例外で処理し、例外を認める根拠を社会の一般的な状況に求めている

　→集団決定によるべき、組合未組織職場では原則であるべき

３．労働条件の不利益変更

1)根拠のない一方的変更：社会的には大多数

　　→その不当性を認識できずに、従ってしまうと、労働契約上の合意と解釈される

　　←この解釈を阻止する論理の必要性

2)使用者の裁量による不利益変更：ボーナスカット

　　←立命館大学、京都学園大学での裁判

3)就業規則による不利益変更：「意見聴取義務」への誤った理解

　　反対意見であっても意見を聞けばよい、との誤った理解

　　←このような内容であれば、意見聴取義務を課している意味がない

　　　上の行政解釈は、合意を得る努力を行ったが無理であった場合に、法的処理として、のもの

4)労基法の非罰則規定への誤った理解：罰則がないので従わなくてよい

　　←罰則がなくとも義務規定には従わなければならない

むすびに代えて

　学校教育法改正と監査制度の整備義務

　→監査とは、適法性監査

　→「適法性」の中に、労働法遵守も含まれる（罰則規定以外の規定も含めて）

違法とは、罰則規定に違反することだけてを指すのではない
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